
  

 

 

 

 

 

令和８年度 

かごしま県教員等研修計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年４月 

鹿児島県教育委員会 
 

 



目  次 

 

    １ 目的        Ｐ２ 

２ 研修の企画立案・実施に当たっての基本方針   Ｐ３         

(１)  研修履歴を活用した資質の向上に関する指導助言等 Ｐ３ 

(２)  多様な内容・方法の研修等による資質の向上  Ｐ３ 

(３)  研修の成果の確認方法の明確化    Ｐ４ 

    ３ 研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励について  Ｐ４ 

       (１)  対象となる教員等の範囲     Ｐ４ 

  (２)  研修履歴の記録の目的     Ｐ５ 

  (３)  研修履歴の記録の範囲     Ｐ５ 

  (４)  研修履歴の記録の方法     Ｐ７ 

  (５)  研修履歴の記録の内容     Ｐ８ 

  (６)  研修履歴の記録の時期     Ｐ８ 

  (７)  研修履歴の記録の閲覧と ID・パスワードの適切な管理 Ｐ８ 

   (８)  対話に基づく受講奨励の方法・時期   Ｐ８ 

 ４ 研修の充実等に向けた各機関等の役割   Ｐ11 

     (１) 県教育委員会      Ｐ11 

  (２) 市町村教育委員会      Ｐ13 

  (３) 各学校       Ｐ15 

  ５ 県教育委員会主催研修の体系的整理    Ｐ18 

     

 

      

 

 

 

 

教育公務員特例法上、研修計画は研修実施者が作成することとなっており、本研修計画は、中核市であ

る鹿児島市を除く市町村立の義務教育諸学校及び県立学校関係者向けのものであるが、鹿児島市立の義務

教育諸学校及び県内の市立高校関係者についても、本計画に準ずる扱いとされている。 
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令和８年度 かごしま県教員等研修計画 

                                                      
１ 目的 

  かごしま県教員等研修計画(以下「研修計画」という。)は、かごしま県教員等育成指標

(以下「育成指標」という。)を踏まえ、研修の体系的かつ計画的な実施の促進が図られる

よう、教員等が受講した研修等に関する記録(以下「研修履歴」という。)を活用した受講

奨励の具体的な内容や方法を定めるなど、本県における研修の在り方等を示したものであ

る。 

 

 

【研修計画における用語の整理】 

○ 研  修 ･･･ 主に教員等の資質の向上を目的に行われる研究や修養のことを言

い、事実上の情報提供や説明会に留まるものは含まない。 

 

◯ 任命権者 ･･･ 職員の採用決定の権限等を有する地方公務員法上の機関であり、

研修計画では、鹿児島県教育委員会(以下「県教委」という。)(市立

高校の教員については市教育委員会(以下「市教委」という。))のこ

とをいう。教育公務員特例法上、教員等の資質の向上に関する指標1

を策定する義務等を有する。 

 

◯ 研修実施者･･･ 教育公務員特例法第20条第１項に規定する研修実施者を言い、中

核市である鹿児島市の県費負担教職員の場合は鹿児島市教育委員

会、それ以外の教員等の場合は任命権者である県教委(市立高校の教

員については市教委)のことをいう。教育公務員特例法上、研修計画

を策定する義務等を有する2。 

 

◯ 指導助言者･･･ 教育公務員特例法第20条第２項に規定する指導助言者を言い、県

費負担教職員の場合は服務監督権者である市町村教育委員会(以下

「市町村教委」という。)、それ以外の教員等の場合は任命権者であ

る県教委(市立高校の教員については市教委)のことをいう。教育公

務員特例法上、教員等に対し、資質の向上に関する指導助言等を行

う義務を有する3。 

 

 
1  市立の高等学校の教員等や公立の幼稚園・幼保連携型認定こども園の園長及び教員については、任命権者は各市町村教委となること

から、別途、教員育成指標が作成される。 
2  鹿児島市の県費負担教職員は、別途、鹿児島市が策定する研修計画を参照されたい。なお、鹿児島市とは協議の上、研修計画を策定

しており、研修履歴の記録といった「資質の向上に関する指導助言等の方法に関して必要な事項」については、ほぼ同一の内容となる

見込みである。 
3  教員に対しては、実際上は、指導助言者の命を受け、その直接の指揮監督下にある校長等が資質の向上に関する指導助言等を行うこ

ととなる。 
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２ 研修の企画立案・実施に当たっての基本方針 

グローバル化や情報化の進展により、教育を巡る状況の変化も速度を増している中で、

教員等自身も高度な専門職として新たな知識・技能の修得に継続的に取り組んでいく必要

が高まっている。また、オンライン研修の拡大など、教員等を取り巻く環境も大きく変化

してきた。このような社会的変化や学びの環境の変化を踏まえ、「教職生涯を通じて探究

心を持ちつつ主体的に学び続ける教員等」を支える基盤を構築することが重要であり、研

修の企画立案・実施等に当たっては、育成指標で示す「３ 教員等の資質の向上に関する

基本的な方向性」も踏まえつつ、一人一人の教員等の個性に即した「個別最適な学び」や

教員同士の学び合いなどを通じた「協働的な学び」の視点から充実を図ることとする。 

その際に留意すべき視点を、以下の⑴～⑶のとおり示す。 

 

⑴ 研修履歴を活用した資質の向上に関する指導助言等(詳細は３で記載) 

研修履歴や育成指標を活用し、一人一人の置かれた状況に照らして、適切な現状把握

と目標設定の下、教員等の主体的な学びが推進されるよう、指導助言者は、対話を重ね

る中で、今後能力を伸ばす必要がある分野の研修受講などの資質の向上方策について、

教員等からの相談に応じ、適切な情報を提供し、又は指導及び助言を行うことが必要で

ある。この際、教員等が可視化された研修履歴を自ら振り返り、指導助言者と対話する

中で、自らの強みや弱み、今後伸ばすべき能力、学校で果たすべき役割など踏まえ、必

要な学びを俯瞰的かつ客観的に理解できるようにすることが重要であり、可能な限り記

録の簡素化を図るよう留意する。  

 

⑵ 多様な内容・方法の研修等による資質の向上 

教員等の資質の向上を図るに当たっては、育成指標を基に、授業研究等の校内研修な

ど「現場の経験」を重視した学びと、研修実施者や様々な主体が行う校外研修とが最適

な組合せにより実施されることが重要である。特に、校内研修等は、それぞれの学校の

教育課題に対応した協働的な学びを学校組織全体で行い、その成果を教職員間で共有す

ることにより、学校の組織力を高め、効果的な学校教育活動の実施にも資するものであ

り、校長のリーダーシップの下、一層活性化させていくことが求められる。 

県教委では、「教科や学年の枠を超えて、教師一人一人が学び合い、子供たちの視点

から、学びの在り方について学校全体で議論し合う文化」を県内全ての学校に根付かせ

るよう取り組んでいるところであり、今後、この取組の更なる展開を図ることとする。 

また、研修の実施に当たっては、対面・集合型で行われるもの、同時双方向型のオン

ラインで行われるもの、オンデマンド型のオンラインで行われるものなど、様々な実施

方法が想定される。特に、近年の情報化の進展等により、オンラインによる研修が急速

に広まっており、へき地・小規模校も多く、「南北６００キロの教育」を展開する本県

においては、その利点を最大限に生かすとともに、主として知識伝達型の学びであるか

どうかや、協議・グループワーク形式により学びを深めるものであるかどうかなど、研

修の内容・態様に応じて、これらの方法を適切に組み合わせる必要がある。 
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なお、オンデマンド型のオンラインによる学習コンテンツは、各教育委員会が作成す

るもののほか、独立行政法人教職員支援機構や大学・教職大学院、民間企業等の多様な

主体により提供されている。これらの学習コンテンツを効果的に活用しながら、限られ

た時間や資源の中で、効果的・効率的に研修を実施していく必要がある。 

 

⑶ 研修の成果の確認方法の明確化 

研修を実施する際には、受講させること自体を目的化するのではなく、その成果がど

のように職務に生かされるかという視点を常に持ちながら行われなければならない。こ

のため、研修の性質に応じて、成果の確認方法を明確化することが重要であり、特に、

研修実施者が実施する体系的かつ計画的に行われる研修については、成果の確認方法を

あらかじめ明確化した上で実施する。 

具体的には、テストの実施やレポート・実践報告書の作成等により当該研修によって

身に付いた知識・技能を確認したり、学んだ理論や得られた課題意識、他者との対話を

手がかりに自らの実践内容を省察させたりすることを重視する。 

また、研修受講者に対して、継続的な学びの振り返りを促すことが重要であり、研修

後にテストやレポート・実践報告、感想等を提出させる際には、本人が継続的に成果を

振り返り、受講奨励の対話の際にも活用できるよう、オンラインフォームやカメラ機能

等を活用し、本人の手元にも、テスト結果やレポート・実践報告等の記録が残るよう努

める。 

さらに、オンラインによる研修の実施が広く普及する中、特に知識伝達型の学びにつ

いて活用が想定されるオンデマンド型の研修動画等については、単に動画等を視聴する

だけではなく、知識・技能の習得状況を確認するためのテストを含め、研修の企画段階

から、その成果の確認方法も併せて設定しておくこととする。 

   

３ 研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励について 

２⑴で示したとおり、教育公務員特例法の改正等に伴い、研修履歴を活用した対話に基

づく受講奨励に関する仕組みが導入された。その具体的な内容及び方法等については、「研

修履歴を活用した対話に基づく受講奨励に関するガイドライン」(令和４年８月文部科学

省作成)(以下「ガイドライン」という。)も踏まえつつ、以下⑴～⑻のとおりとする。 

なお、全国教員研修プラットフォーム（通称：Plant（プラント））(以下、Plant)の研

修履歴を活用し、受講奨励を行う。（Plant の利用には、オンライン環境が必須となる。） 

⑴ 対象となる教員等の範囲  

研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励の対象となる教員等の範囲は、法令上、公

立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び特別支援学校の校長、教頭、教諭、

助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭及び講師（教育公務員特例法施行令第２条に

規定する臨時的に任用された者等を除く。）とされている。しかし、本県の教育が数多

くの臨時的任用教員等に支えられており、また、教育公務員特例法の規定により、その

職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努めなければならない点に変わりはないこ
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と等を踏まえれば、本県においては、法令上、研修履歴を活用した対話に基づく受講奨

励の対象となる教員等に加え、臨時的任用教員等についても、原則、研修履歴を活用し、

管理職等による対話に基づく受講奨励を行うものとする。 

 

⑵  研修履歴の記録の目的  

対話に基づく受講奨励の際に当該記録を活用することにより、教員等が自らの学びを

振り返るとともに、管理職等が研修の奨励を含む適切な指導助言を行うことにより、効

果的かつ主体的な資質向上・能力開発に資することを目的とする。 

また、この仕組みの前提となるのは、変化の激しい社会において、一人一人の教員等

が、自らの専門性を高めていく営みであると自覚しながら、誇りを持って主体的に研修

に取り組むという姿勢であり、教員等と管理職等とが、研修履歴を活用して対話を繰り

返す中で、教員等が自らの研修ニーズと、自分の強みや弱み、今後伸ばすべき資質や学

校で果たすべき役割などを踏まえながら、必要な学びを主体的に行っていくことに意義

がある。 

Plant の導入により、受講履歴は自動的に記録されるが、各自で Plant に記録する際

には記録する研修の分類や記録内容に関する事項に過度に焦点化することなく、また、

「⑸ 研修履歴の記録の内容」で規定する項目以上の内容の記載を求めないことや過度

な分量の記載を求めないこと、目的を達成する上で真に必要な記載に止めること等を徹

底し、可能な限り記録の簡素化を図るよう留意する。併せて、人事評価制度とはその趣

旨・目的が異なる点にも留意する。4 

    

⑶ 研修履歴の記録の範囲 

以下の①～③に掲げる県教委や市町村教委、校長の関与がある研修等（主に勤務時間

内に行われる研修）を受講した場合には、必ず研修履歴に記載するものとする。 

 

① 県教委の関与がある研修(主催又は研修受講者の推薦等)5 

ア 県教委(総合教育センター、教育事務所等を含む。）が主催者として実施する研

修6 

   イ 教職大学院等への現職教員の派遣(県教委による推薦) 

    ウ 国や独立行政法人教職員支援機構が実施する研修 

※ 県の推薦等、県による関与があるものに限ることとし、オンデマンド研修等の

自主的な受講(視聴等)は除く。 

 
4  指標は、画一的な教員像を求めるものではなく、全教員に求められる基礎的、基本的な資質能力を確保し、各教員の長所や個性の伸

長を図るものとすること。また指標は教員の人事評価と趣旨・目的が異なるものであることに留意すること（「教員育成指標」と人事

評価との関係に関する施行通知（平成29年３月31日文部科学省初等中等教育局長通知））。 
5   研修実施者（県教委等）が実施する研修は、法令上、必ず記載することとされている。また、県教委が研修受講者を推薦する等、

一定の関与がある研修については、研修内容の把握等が可能であることから、研修履歴に記載するものとする。 
6  中核市である鹿児島市の教員等の場合、研修実施者は県ではなく、鹿児島市となることから、鹿児島市教育委員会が主催する研修

を受講した際には、研修履歴に記載しなければならない。なお、本県教員等は県内全域での異動があり、鹿児島市の教員等が市外に

異動となった際、県教委主催の研修について研修履歴に記録がないと不都合が生じることから、鹿児島市の教員等についても、県が

主催する研修を受講した場合には研修履歴に記載するものとする。 
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② 市町村教委や校長の関与がある研修(主催又は研修受講者の推薦等)7 

ア 職務研修(勤務時間内かつ自己負担なしで行われるものであり、職務命令によ

り参加したもの。) 

     (例)市町村教委の実施する研修、指定校や総合教育センター研究提携校等の公開

研究会への参加、校長が認めたオンデマンド研修 等 

 

イ 職専免研修 

 教育公務員特例法第 22 条第２項に基づき、授業に支障のない限りにおいて、

校長の承認を受けて勤務場所を離れて行うことのできる研修であり、研修計画書

により、校長が校務運営上の支障、行為の様態、場所、教育公務員の身分に伴う

参加の相当性等を総合的に判断した上で承認し、研修報告書で確認を行うもの。

なお、職専免研修については、「学校における働き方改革の推進に向けた夏季等

の長期休業期間における学校の業務の適正化等について(通知)」(令和元年６月

28 日付け元文科初第 393 号)において、以下のとおり考え方が示されており、そ

の適切な運用に努められたい。 
 

① 教育公務員特例法第22条第２項に基づく研修(以下、「職専免研修」という。)につ
いては、勤務時間中に職務専念義務が免除されるものであり、給与上も有給の扱い
とされていることなどを踏まえ、地域住民等から見ても研修としてふさわしい内
容・意義を有することはもとより、真に教師の資質向上に資するものとなるよう、
事前の研修計画書や研修後の報告書の提出等により、研修内容の把握・確認を徹底
すること。なお、計画書や報告書の様式等については、保護者や地域住民等の理解
を十分得られるものとなるよう努めること。 

② 職専免研修は、職務に専念する義務の特例として設けられているものであるが、
当然のことながら、教師に「権利」を付与するものではなく、職専免研修を承認す
るか否かは、所属長たる校長が、その権限と責任において、適切に判断して行うも
のであること。  

③ 職専免研修の承認を行うに当たっては、当然のことながら、自宅での休養や自己
の用務等の研修の実態を伴わないものはもとより、職務とは全く関係のないような
ものや職務への反映が認められないもの等、その内容・実施態様からして不適当と
考えられるものについて承認を与えるのは適当ではないこと。  

④ 職専免研修を特に自宅で行う場合には、保護者や地域住民等の誤解を招くことの
ないよう、研修の内容の把握・確認を徹底することはもとより、自宅で研修を行う
必要性の有無等について適正に判断すること。 

⑤ なお、職専免研修について「自宅研修」との名称を用いている場合には、職専免
研修が、あたかも自宅で行うことを通例や原則とするかのような誤解が生じないよ
う、その名称を「承認研修」等に見直すこと。 

 

 

 

 
7  職務研修として市町村教委が実施する研修等は高い必要性から実施されるものであり、校長が内容等を把握した上で、研修の承認

を行う。また、職務研修に準ずる内容が求められる職専免研修も、校長が内容等を総合的に判断し、研修の承認を行う。このほか学

校全体で実施される体系的・計画的な研修は、校長の承認の下で行われる。これらの研修については、市町村教委や校長が研修内容

を把握することができるものであり、一定水準以上の内容が確保されているものと考えられ、また、教員等が自己の成長を振り返

り、受講履歴を活用した対話を行う上で有益であることから研修履歴に記載するものとする。 
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ウ 校内研修8のうち、各地域・学校等の教育課題に対して、主題を設けて、系統

的・計画的・組織的に学び合うもの(教科等の指導案検討や研究授業及び授業研

究を行った研修等を含む9。) 

    

③ その他法律で記録が定められた研修 

ア 大学院修学休業により履修した大学院の課程等 

   

イ 任命権者が開設した免許法認定講習及び認定通信教育による単位の修得(鹿児    

島県教育委員会免許法認定講習) 

 

※ 上記以外の研修について 

教職員はその職責遂行のために、絶えず研究と修養に努めなければならないもの

であり、時間外において自主的な研修を行うことも期待されている。また、改正教

育公務員特例法施行前（令和４年度以前）の研修については、入職から現在までの

研修履歴を蓄積し、振り返ることは今後の学びを検討する上で意義がある。しかし、

これらについては、校長等が内容を確認したり、遡ってその事実を確認したりする

ことは困難である。このため、上記①～③以外の研修については、研修履歴に記載

することは求めないものとする。ただし、これらの研修について、教員等が個人の

意思で研修履歴に記載することを妨げるものではない(自己研鑽等を含む。)。 

    

    例① 勤務時間外や自己負担により自主的に参加する研修 

        総合教育センターにおける土曜講座、大学の講座、民間・自主団体等によ

る勉強会、オンデマンド研修等の自主的な受講(視聴等) 

  

例② 令和４年度以前に受講した研修 

      ※  法定研修であるフレッシュ研修(初任校研修)、パワーアップ研修(中堅教

諭等資質向上研修)については、可能な範囲で記載することが望ましい。 

 

⑷ 研修履歴の記録の方法 

 ○ Plant に登録された研修に申し込んで受講し、研修主催者により受講修了認定が行

われれば、自動的に研修履歴として Plant に記録される。 

 ○ Plant に登録されていない研修を受講した場合は、研修受講者自身で（悉皆研修に

ついては管理職が）Plant に記録を行う（記録の方法はマニュアルを参照）10。 

 
8   校内研修においては、参加者全員が主体的に関わりその力量を高めることや成果を確認することを意識することが重要である。 
9  学校現場で行われる様々な校内研修・研究等について、その内容を一律に記録することは教員等の負担が高まる可能性もあることか

ら必ず記録するものとはしない。一方、「主題を設けて」、「系統的・計画的・組織的に」といった一定の条件を満たし、十分に資質

の向上が図られると校長が判断するものは、学校あるいは教科部等として記録の対象とすることとする（「主題を設けて」とは、各地

域・学校等の教育課題の解決に向けて、当該年度における学校及び教科部等全体での研修テーマ等を設定することを言い、毎年、慣例

的に設定されているものは特に記録を求めない。）。 
なお、特に記録を求めない校内研修について、教員等が個人の意思で研修履歴を記載することも可能とする。 

10 法令等において、研修履歴の記録は任命権者が作成・保存し、指導助言者や学校管理職、当該教員等に提供するものとされている
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 ○ 管理職等においては、必要事項について確実に記録されているか、受講奨励の面談

等の機会を活用し、確認すること。 

 

⑸ 研修履歴の記録の内容 

 ○ Plant に受講履歴を自ら記録する際には、Plant 内に表示される必須入力項目を研

修毎に入力する。 

  ※ 「気付き・振り返り」については、当該研修を受講した結果どのような資質向上

につながったかなど、自らの学びの成果を振り返ることができるような内容とし、

過度な分量の記載は求めないものとする。 

        

⑹ 研修履歴の記録の時期 

 ○ 基本的には、研修修了の都度、遅滞なく、記録するものとする。 

  ※ 必ず記録する研修のうち、各地域・学校の教育課題に対して、系統的・計画的に

学び合うものについては、一連の研修をひとまとまりとして捉え、修了時に記入す

るものとする(研修の一つ一つを分けて記入する必要はない)。 

 

⑺ 研修履歴の記録の閲覧と ID・パスワードの適切な管理 

  ○ 研修履歴の記録は、Plant により当該教員、管理職、任命権者、服務監督権者など、

各段階の者が必要なときに閲覧できる。 

○ アクセスのための ID、パスワードについては、各段階の者が適切に管理すること。 

 

⑻ 対話に基づく受講奨励の方法・時期 

ア 教員への受講奨励について 

○ ①教員の意欲や主体性の尊重、②学校組織としての総合的な機能の発揮、③教員個

人の人材育成の観点などから、例えば、「期首(年度当初)面談」、「期末(年度末)

面談」の場において、「教員」と「管理職等」が対話を行うものとする。また、こ

れらの時期以外にも様々な機会を捉えて、対話に基づく受講奨励を行うものとす

る。なお、対話の際には、研修成果を適切に還元することも、併せて指導助言を行

うものとする。 

※ 対話に基づく受講奨励は、教員の意欲・主体性と調和したものとなるよう、当該教

員の意向を十分にくみ取って行うことが望まれる。  

※ 研修履歴や研修の多寡そのものが、人事評価に直接反映されるものではないこと

について十分留意する。ただし、研修を行った結果として、各教員が発揮した能力や

挙げた業績については、人事評価の対象となる。 

 

イ 管理職への受講奨励について 

○ 教頭に対しては、校長が受講奨励を行うものとする。一般の教員と同じく、例え

 
が、任命権者の代わりに、教員等本人が自ら記録する方法等も認められている。 
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ば、「期首(年度当初)面談」、「期末(年度末)面談」の場において、育成指標(管理

職)や研修計画を踏まえつつ、研修履歴を活用する。 

   ○ 県立学校長に対しては県教委が、市町村立学校長においては、服務監督権者であ

る市町村教委等が期首・期末面談の場において行うことを基本とする。一般の教員

と同じく、育成指標(管理職)や研修計画を踏まえつつ、研修履歴を活用する。特に、

人材育成は大きな柱であり、受講奨励の主体としての役割や具体的な人材育成手

法について、校長の経験、適性等に応じた体系的・計画的な支援を行う。 
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◎ 研修受講に課題のある教員等への対応について 

ガイドラインにおいては、研修受講に課題のある教員等への対応について、以下のとお

り示されており、これを踏まえて、適切に対応することが求められている。 

○ 合理的な理由なく法定研修や、教員研修計画に定められた対象者悉皆の年次研修等

に参加しない場合のほか、勤務上の支障がないにもかかわらず、必要な校内研修に参

加しない場合や、合理的な理由なく研究授業や授業公開における授業者としての参加

を拒絶する場合、校内研修に形式的に参加するものの実際には他の業務を行うといっ

た実質的に研修に参加しているとは言えない場合などは、当然、期待される水準の研

修を受けているとは認められない。このような場合は、通常、学校管理職等による服

務指導によって対処されるべき問題であるが、このような行為が繰り返されたり、常

態化している場合には、行為態様の状況を総合的に勘案した上で、職務命令を通じて

適切な研修受講を命じることが考えられる。 

○ 加えて、児童生徒等や学校を巡る状況の変化に速やかに対応する観点、地域・学校

ごとの教育目標の達成や教育課題の解決に向けて必要な対応力を確保するといった

観点などから、ＩＣＴや特別な配慮・支援を必要とする子供への対応など特定分野の

資質の向上を図る強い必要性が認められるにもかかわらず、研修履歴を活用した対話

に基づく受講奨励のプロセス等を通じて学校管理職等から教師に対し特定の研修受

講等を再三促してもなお、一定期間にわたって、合理的な理由なく当該特定分野に係

る研修に参加しないなど資質向上に努めようとする姿勢が見受けられない場合など、

やむを得ない場合には、職務命令を通じて特定の研修受講を命じることもあり得る。

その際、万が一、これに従わないような事例が生じた場合は、事案に応じて、人事上

又は指導上の措置を講じることもあり得る。 

○ なお、このような教師に対して職務命令を通じて研修受講を命じる場合には、でき

る限り、研修権者・服務監督権者である教育委員会とも情報共有・相談の上、研修受

講を命じることが望ましい。また、服務監督権者である教育委員会は、教師の効果的

な資質向上の観点から、必要に応じて、資質向上を含めた人事管理全般を担う任命権

者とも情報共有の上、学校管理職等に対して必要な指導助言等を行うことが望まし

い。   

 

「研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励に関するガイドライン（令和４年８月文

部科学省作成）」から抜粋 
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４ 研修の充実等に向けた各機関等の役割 

１～３で示してきた事項について、各機関等毎に役割や留意事項等を整理すると、概ね

以下のとおりである。なお、各段階における Plant の ID、パスワードの管理・保存・引継

ぎについては、確実に行うこと。 

 

⑴ 県教育委員会 

ア 育成指標の作成 

○ 鹿児島県教員等資質向上協議会において育成指標等についての協議を行い、育成

指標を策定する。また、これからの変化の激しい時代においては、社会や学校を取

り巻く状況の変化に的確に対応した研修内容が設定されることが求められるため、

育成指標については不断の見直しを行う。 

    

イ 体系的・計画的で持続的な資質向上の推進体制の整備 

○ その任命に係る教員等の包括的な人材育成の責任主体として、研修計画に基づ

き、体系的・計画的で持続的な資質向上の推進体制を整備する。その際、オンライ

ンの活用も考慮しつつ、研修内容の重点化や精選なども含め、効果的・効率的な研

修実施体制を整える。 

 

【具体的な対応】 

(研修内容の整理・充実) 

○ 学校現場の最新の教育課題に即した内容や仕組みとなるよう、育成指標を基に、

一人一人の教員等の個性に即した「個別最適な学び」や教員同士の学び合いなどを

通じた「協働的な学び」の視点を踏まえた研修の企画立案等を行う。その際、研修

の実施要項等には育成指標に関連する資質等、受講履歴に必要な事項を明記するこ

とで、教員等の自律的な学びにつなげる。 

 

(学び直しのための研修機会の充実) 

○ 法定研修以外の研修機会の更なる充実を図る観点から、中堅教諭等資質向上研修

の実施後も学び直し（リカレント)の視点を持ち、知識・技能を更新するための研

修機会を継続的に提供できる体制を整える。 

 

(オンライン等の活用) 

○ 対面・集合型、同時双方向型のオンライン、オンデマンド型のオンラインなど研

修の内容・態様に応じて、これらの方法を適切に組み合わせるとともに、移動講座

の工夫など、学校における働き方改革の動向を踏まえつつ、教員等のニーズや県内

各地の課題を踏まえて実施するように努める。 
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(他機関等と連携した研修の充実) 

○ 国の動向を踏まえつつ、独立行政法人教職員支援機構や、、市町村教委、大学・

教職大学院等と連携しつつ、教員等のニーズに応じた多様な研修プログラムを展開

する。 

 

(研修情報の体系的な整理・可視化) 

○ 教員等の「個別最適な学び」のため、研修プログラムの詳細は、Plant や県教委

(総合教育センターを含む)のＷｅｂサイト等に掲載するなど、より分かりやすく可

視化し、教員等が各自の課題等に応じた研修を選択できるようにする。 

 

(研修用資料等の提供) 

○ ＯＪＴの推進や校内研修の活性化を図るため、総合教育センターのＷｅｂサイト

において、研修に活用できる資料等を掲載する。 

 

(研修成果の確認・振り返り等) 

○ 研修の実施に当たっては、テストの実施やレポート・実践報告書の作成等により、

当該研修によって身に付いた知識・技能を確認させたり、学んだ理論や得られた課

題意識、他者との対話を手がかりに自らの実践内容を省察させたりするなど、成果

の確認方法をあらかじめ明確にした上で実施する。また、研修履歴を記録する時間

等についても配慮を行う。 

 

(研修の改善等) 

○ 各種研修会において、可能な限り研修者に対し、アンケート調査を実施し、成果

と課題を基に、研修の改善に資するとともに、研修の効果の検証に努める。また、

必要に応じて、市町村教委等に対して聞き取りを行うなど、今後の研修の改善に努

める。 

 

(研修履歴の管理・運用) 

○ 教育公務員特例法等に基づき、研修履歴の適切な管理及び運用等を行う。 

 

ウ 県立学校の設置者として求められる対応 

(県立学校長に対する指導助言) 

○ 県立学校長に対し、研修履歴を活用した対話を通して指導助言を行う。また、所

管する学校が、学校経営に関するグランドデザイン等において目指す教師の姿を示

したり、校内の研修計画を作成したりするに当たって、育成指標を踏まえた指導助

言を行う。 
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(規定の整備等による研修推進体制の整備) 

○ 研修主事などの校内における研修の中核的な役割を担う分掌の設置を含む校務

分掌に係る規定の整備などにより、教員等の資質向上に向けた推進体制を整える。

なお、研修主事については必置ではなく、既に学校管理規則等で「研修主任」など

の同趣旨の校務分掌を整備している場合に、必ずしも当該規則等を改正する必要は

ない。 

 

(先進事例の共有等における学校横断的な研修の推進及び研修成果の還元) 

○ 研修講師のネットワークの構築などを通じた各学校への情報提供、県立中・高等

学校における校内研修の取組状況の把握、先進事例や好事例の横展開を行うなど、

学校横断的な支援に取り組む。 

○ 養護教諭や栄養教諭など、校内に一人又は少数しか配置されない教員は、その職

特有の専門性に通じた管理職が当該学校内にいない場合が想定されるため、域内の

複数校によるネットワークの構築などにより、同職種の教員間でのノウハウの伝承

や学び合いを積極的に取り入れ、当該専門性に係る資質の向上を図る。 

○ 同様に教科の専門性に係る資質向上についても、域内の同じ教科の教員の協力を

得て、所属教員に対する指導助言等を依頼するなど、学校内外を通じた継続的な連

携協力体制を整える。その際、総合教育センターの研究主事等による指導助言を活

用するなど、教育委員会が主体的に学校横断的な役割を果たす。 

○ 各種研修の受講者や「優秀教職員表彰」を受賞した者等の活用に努め、地域に根

ざした研修の場の提供に努める。また、ＯＪＴの推進のため、管理職研修やミドル

リーダー育成に係る研修等の充実に努める。 

 

⑵ 市町村教育委員会 

  ア 地域の特色や実情を踏まえた研修の企画・実施 

○ 所管する学校の教員等に対し、育成指標との関連を図りながら、県教委をはじめ、

大学・教職大学院等とも連携しつつ、地域の特色や実情を踏まえた研修を自ら企画・

実施する。 

 

【具体的な対応】 

(研修内容の整理・充実) 

○ 学校現場の最新の教育課題に即した内容や仕組みとなるよう、育成指標も踏まえ

ながら、一人一人の教員等の個性に即した「個別最適な学び」や教員同士の学び合

いなどを通じた「協働的な学び」の視点を踏まえた研修の企画立案等を行う。その

際、研修の実施要項等には育成指標に関連する資質等、受講履歴に必要な事項を明

記することで、教員等の自律的な学びにつなげる。 
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(オンライン等の活用) 

○ 対面・集合型、同時双方向型のオンライン、オンデマンド型のオンラインなど研

修の内容・態様に応じて、これらの方法を適切に組み合わせるとともに、学校にお

ける働き方改革の動向を踏まえつつ、教員等のニーズや地域の課題を踏まえた実施

に努める。 

 

(他機関等と連携した研修の充実) 

○ 県教委や大学・教職大学院等と連携しつつ、教員等のニーズに応じた多様な研修

プログラムを展開する。 

 

(研修情報の体系的な整理・可視化) 

○ 教員等の個別最適な学びのため、研修プログラムの詳細は、研修計画と併せて配

布したり、Plant やＨＰに掲載したりするなどにより分かりやすく可視化し、教員

等が各自の課題等に応じた研修を選択できるようにする。 

 

(研修成果の確認・振り返り等) 

○ 研修の実施に当たっては、テストの実施やレポート・実践報告書の作成等により、

当該研修によって身に付いた知識・技能を確認させたり、学んだ理論や得られた課

題意識、他者との対話を手がかりに自らの実践内容を省察させたりするなど、成果

の確認方法をあらかじめ明確にした上で実施する。また、研修履歴を記録する時間

等についても配慮を行う。 

 

(研修の改善等) 

○ 各種研修会において、可能な限り研修者のアンケート調査を実施し、成果と課題

を基に、研修の改善に資するとともに、研修の効果の検証に努める。 

 

イ 市町村立学校の設置者として求められる対応 

(市町村立学校長に対する指導助言) 

○ 市町村立学校長に対し、研修履歴を活用した対話を通して指導助言を行う。また、

所管する学校が、学校経営に関するグランドデザイン等において目指す教師の姿を

示したり、校内の研修計画を作成したりするに当たり、育成指標を踏まえた指導助

言を行う。 
 
(規定の整備等による研修推進体制の整備) 

○ 研修主事などの校内における研修の中核的な役割を担う分掌の設置を含む校務

分掌に係る規定の整備などにより、教員等の資質向上に向けた支援体制を整える。

なお、研修主事については必置ではなく、既に学校管理規則等で「研修主任」など

の同趣旨の校務分掌を整備している場合に、必ずしも当該規則等を改正する必要は

ない。 
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 (学校横断的な研修の推進) 

○ 研修講師のネットワークの構築などを通じた各学校への情報提供、管内の小・中・

義務教育学校・高等学校、特別支援学校など各学校の校内研修の取組状況の把握、

先進事例や好事例の横展開を行うなど、学校横断的な支援に取り組む。 

○ 養護教諭や栄養教諭など、校内において一人又は少数しか配置されない教員につ

いては、その職特有の専門性に通じた管理職が当該学校内にいない場合が想定され

るため、域内の複数校によるネットワークの構築などにより、同職種の教員間での

ノウハウの伝承や学び合いを積極的に取り入れ、当該専門性に係る資質の向上を図

る。 

○ 同様に教科の専門性に係る資質向上についても、域内の同じ教科の教員の協力を

得て、所属教員に対する指導助言を依頼するなど、学校内外を通じた継続的な連携

協力体制を整える。その際、教育事務所の指導主事や総合教育センターの研究主事

等による指導助言を活用するなど、教育委員会が主体的に学校横断的な役割を果た

す。 

○ 各種研修の受講者や「優秀教職員表彰」を受賞した者の活用に努め、地域に根ざ

した研修の場の提供に努める。また、ＯＪＴの推進のため、管理職研修やミドルリー

ダー育成に係る研修等の充実に努める。 

 

⑶  各学校 

ア 学校全体として取り組むべき基本的事項 

(ｱ) 資質向上に係る視点 

(学校組織・教職員集団としての力の最大化) 

○ 教員等一人一人が学校現場で生じる様々な課題に対応できる力量を高めていく

ことが重要であることはもとより、全ての課題を教員等が一人で解決することは困

難であることに鑑み、多様な専門性を有する質の高い教職員集団を構築し、他の教

員等や様々な支援スタッフ等と協働しながら、チームとして校務を分担しつつ、組

織的に諸課題に対応する。 

○ また、信頼される学校づくりのためには、保護者はもとより、地域住民からの信

頼を得ることが不可欠であるため、校長のリーダーシップの下、学校運営協議会等

を通じて、学校が保護者や地域住民、多様な専門性を持つ人材、関係機関と連携・

協働しつつ、学校内外の関係者間の相互作用により、学校組織や教職員集団として

の力を最大化していく。 

 

(ｲ) 研修の企画立案・推進に係る視点 

(校内研修計画の策定) 

○ 各学校では、校長のリーダーシップの下、各学校におけるグランドデザイン等に、

育成指標を踏まえて目指す教師の姿を示したり、校内の研修計画を作成したりす

る。 
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(ミドルリーダー等を活用した研修推進体制の整備) 

○ 対話に基づく受講奨励の実効性を高めるためにも、指導助言や支援を行う立場に

あるミドルリーダーや研修に関して中核的な役割を担う教員、メンター等の協力を

得つつ、校内の研修推進体制を整える。 

 

(校内研修等の充実) 

○ 自らの日々の経験や他者から学ぶといった「現場の経験」を重視した学びが一層

求められていることを踏まえ、校内研修や授業研究をはじめとする学校における

様々な機会や場面を教員等の学びとして位置付け、活用していくなど、日常的な校

内研修等を充実させる。その上で、それぞれの教員が、お互いの授業等を参観し合

い、協議し合うことも含め、日々の学校教育活動を通じて、「経験を振り返ること

を基礎とした学び」と「他者との対話から得られる学び」を蓄積し、組織力を高め、

教員等が学び合う学校文化を構築していく。 

○ 教科指導に関しては、各学校において、「個別最適な学び」と「協働的な学び」

を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につな

げるため、教科等を越えた教員同士の学び合いの機会を設定し、子供の学びの姿の

事実を基に児童生徒観や授業観を不断に見直すなど、県教委が進めている「学習者

主体の授業」実現プロジェクトにおける校内研修の取組も参考にする。 

 

(学校間での研修) 

○ 教員同士の学び合いは、校内だけでなく、学校を越えて行うことも考えられる。

校内の同僚だけでなく、同一校種の他の学校の教員、別の学校種の教員など日常的

に接する機会が少ない教員との「協働的な学び」は、対話を通じて、他の教員の教

育実践を傾聴したり、自らの教育実践を振り返ったりすることで、自らの経験を再

構成することにつながり、専門職としての教員の成長がより深化する。さらに、教

育委員会の指導主事、大学教員、民間企業等の専門家などの同じ職種ではない別の

立場の者からの指導助言や意見などを含む対話も、多様な他者との対話から得られ

る学びとして、教員の職能成長の促進に寄与することから、管理職や研修に関して

中核的な役割を担う教員は、校内研修と関連させながら、このような学校外部の関

係者を交えた学びの機会を調整していく。 

 

イ 主に校長が取り組むべき事項 

(主体的な学びの実践) 

○ 育成指標を基に、自らの目標を設定し、校長自ら教員に範を示し、「学び続ける

教師」として主体的に研修に取り組む。 

 

(教員に対する研修等の受講奨励) 

○ (主に期首面談)自校の教員の職務の遂行に際して、それぞれのステージに応じて

－16－ 



育成指標を達成できるよう、教員の相談に応じ、次の観点により、研修に関する情

報を提供するとともに、資質の向上に関する指導助言を行う。 

① 育成指標・研修計画や教員個人の職責・経験・適性に照らした人材育成 

② 学校が目指す教育を進めるために必要な専門性・効力の確保 

○ (主に期末面談)当該年度の繁忙状況を考慮した上で、教員個人の職能開発の参

加状況、ＯＪＴや校内研修、校外研修などによる研修等の実施状況を踏まえ、研

修履歴を振り返りながら、今後の資質向上のための指導助言を行う。 

 

(適切な研修環境の整備等) 

○ 職務としての研修は勤務時間内に行われることが前提であり、適切なマネジメン

トを行う。また、職務研修として、オンライン(オンデマンド型を含む。)研修の受

講を認める場合には、研修に打ち込むことができるよう、時間や場所等の環境を適

切に確保するよう努める。 

 

ウ 主に教員が取り組むべき事項 

(主体的な学びの実践) 

○ (主に期首面談前)育成指標を基に、次の観点から、自らの職能開発のニーズも踏

まえた目標設定をし、管理職等との対話に臨むようにする。  

① 自らの専門職性を高めるために主体的に学びをマネジメントする。 

② それぞれの校務分掌等を踏まえ、更に学校を推進する力を獲得したり、強化

したりする。 

なお、校種や職種の違いによって求められる資質の内容や重点は変わってくるこ

とから、それぞれの校内における役割を把握し、その特性に応じた自己評価を心が

ける。 

○ 管理職等との対話を踏まえ、様々な学びに対する情報を主体的に獲得し、対面・

集合型、同時双方向型のオンライン、オンデマンド型のオンラインで実施される校

外での研修等を積極的に活用し適切に組み合わせ、継続的に学びに取り組む。 

 

○ (主に期末面談前) 研修履歴を活用しつつ、ＯＪＴや校内研修、校外研修などによ

る学びの成果や自らの成長実感、今後の課題などを振り返る。その際、特に、自ら

の課題解決に向けての取組については、解決できたか否かだけではなく、その結果

に至った要因をしっかりと省察する。 

 

(学びの成果の還元等) 

○ 高度な専門職である教員が、自らの資質を高めることができる最大の機会は学校

における日々の教育活動の中にあることを認識し、研修等で学んだ成果を日々の教

育活動で実践・還元するよう努めるとともに、校内研修や研究授業、ＯＪＴなど学

校の教育課題に対し、「協働的な学び」を学校組織全体で行う。 
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５ 県教育委員会主催研修の体系的整理 

     県教委が主催する研修は、対象となる教員等が全員受講する悉皆研修と、教員等が希望

して受講する希望研修の二つに大別される。悉皆研修には、経験年次別に受講する年次別

研修とそれぞれの職務等によって受講する職務別研修があり、希望研修には専門研修や課

題研修、派遣研修などがある。 

 

 ※ 研修一覧については、下の二次元コードからＷｅｂページにアクセスし、ダウンロー

ドしてください。 

    鹿児島県教育委員会 Web ページ  

ホーム > 教育・文化・交流 > 教職員情報 > 教職員研修 > 学び続ける教員として 

【URL】 https://www.pref.kagoshima.jp/ba04/kyoiku-bunka/school/kenshu/taikei/kensyutaikei.html 
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